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基本情報 地域連携・地域展開における市区町村の現状・課題

1.自治体の基本情報

本市の人口減少とともに、中学校等の生徒数も減少傾向にあり、令和6年度の1,643人に対し、令和8

年度では1,450人、令和13年度では1,200人にまで減少する見込みである。現在、市内4中学校には、そ

れぞれ運動部が11部あり、それぞれの学校で単独での活動を維持している。各校では生徒数の減少に伴い、

いくつかの部活動を休止して活動可能な部活動を維持してきたが、今後大きく生徒数の減少が進むと、立ち

行かなくなる部活動が増えていき、生徒の選択肢がさらに狭まることが大きな課題であると考えている。

生徒や保護者、教員にとって負担の少ない形での地域連携を模索しており、令和7年度は各校運動部3

種目を地域クラブとして実証事業を行ってきた。現在活動している休日の活動に限定した地域連携を進めて

おり、生徒や保護者、教員の理解を促しつつ、来年度以降、対象部活動を増やしながら、単独型や合同型、

イベント型等複数の運営方法で、生徒の活動の場を維持していきたいと考えている。

本市の面積はそれほど広くなく、市内4中学校の生徒が自転車で行き来することが可能な範囲に点在し

ている。そのメリットを生かした地域連携を進めていきたい。

面積 24.35k㎡

人口 68,175人

公立中学校数 4校

公立中学校生徒数 1,537人

部活動数
（運動部活動のみ）

運動：44部活

地域クラブ活動数 11クラブ

市区町村の協議

会・検討会議等

の設置状況

設置済

市区町村の推進計

画・ガイドライン等の

策定状況

策定に向けて準備中
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運営体制・役割 年間の事業スケジュール

2.実証内容と成果

◉教育委員会(学校教育課）
・各関係機関との連絡・調整を行い、再委託先である運営団体と共に地域クラブ活動の運
営を実施する

◉首長部局（生涯学習課）
・スポーツ協会や市民体育館等を管理する公園施設事業団、社会教育団体、施設との連
絡調整
・練習場所等の連絡調整
・財源確保の取組

◉コーディネーター

・制度設計、地域クラブの運営・管理、学校・指導者との連携、会議参加等

●市区町村における推進体制図

●行政組織内での役割分担

令和7年4月

• 民間事業者（スポーツデータバンク
（株））と契約締結

• 実証開始（継続クラブ）
• 新規実施種目の決定

令和7年5月

• 保護者説明会開催（新1年生・新規クラブ）

• 新規クラブ導入に向けた諸準備（指導者
決定・研修）

• 第7回八幡市地域クラブ活動推進協議会

令和7年6月 • 実証開始（新規クラブ）

令和7年8月 • 第8回八幡市地域クラブ活動推進協議会

令和7年9月 • 中間検査

令和7年10〜12月 • 次年度に向けた実施検討

令和8年1月
• 第9回八幡市地域クラブ活動推進協議会
• 実証におけるアンケート調査

令和8年2月 • 実証終了

令和8年3月
• 次年度計画の決定
• 事業完了及び報告
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地域クラブ活動の運営実績

2.実証内容と成果

実施した地域クラブ活動総数 11クラブ

ケース別地域クラブ活動数
A：部活動を地域移行した形の地域クラブ活動数（及び移行された部活動数） 11クラブ（12部活動）

B：部活動にはない種目等、新規の地域クラブ活動数 0クラブ

全体の指導者数 53 人 全体の運営スタッフ数 5人

地域クラブ
活動名

運営
団体
種別

種目
実施回数
（平日・休
日）

実施時間帯
参加者

（学年別）
実施期
間

指導者
数

運営スタッフ数
（他クラブと兼務）

会費
大会参加方

法

八幡市
地域クラブ

民間
事業者

・ソフトテニス
・バドミントン
・卓球
・ハンドボール
・バレーボール
・バスケットボー
ル（女子）

休日
月2〜3回

午前もしくは
午後3時間
程度

1年生：112人
2年生：114人
3年生：68人

4月〜2月
※新規ク
ラブについ
ては6月〜

53人
5人
（内、兼務4人）

なし

中体連：
部活動
その他：
地域クラブ

③その他、体験会やイベント等の開催実績

• 市内女子バスケット部員を対象とした、イベント型を開催（10月11日、10月25日、11月22日、12月13日、1月24日の5回開催）
• 市内女子生徒を対象とした、イベント型を開催（2月14日、3月21日の2回開催）
※上記2つは、八幡市バスケット協会による指導で開催。

②各地域クラブ活動に関すること（一部抜粋）

①全体に関すること
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主な取組例

2.実証内容と成果

●地域クラブ活動を実施する際の運営体制図

地域クラブ活動で実施
した種目

・ソフトテニス
・バドミントン
・卓球
・ハンドボール
・バレーボール
・バスケットボール（女子）

運営団体名 民間事業者

期間と日数
・休日
月2〜3回

指導者の主な属性
教職員・外部指導者・スポーツクラブ指導
者等

活動場所 各中学校の施設及び公共施設の体育館

主な移動手段 徒歩、自転車、保護者の送迎

1人あたりの参加会費等
（年額）

なし

1人あたりの保険料
スポーツ安全保険
生徒1人あたり：800円/年
指導者1人あたり：1,850円/年

●八幡市地域クラブ 活動概要

●指導者や運営スタッフ等の役割分担等

●事業統括責任者・推進担当者

役割：事業における制度設計、各種資料作成、アンケート調査集計分析 等

●統括責任者・コーディネーター

役割：制度設計、地域クラブの運営・管理、学校・指導者との連携、会議参加等

●主任指導者 12名

役割：各クラブにおける指導計画・活動日の決定、当日の指導及び報告、安全管理等

●副主任指導者 41名

役割：当日の指導サポート、クラブ運営にかかる報告サポート 等
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

令和6年度に引続き推進協議会を開催し、地域

移行に向けた具体的な仕組み検討や市民体育館

等を管理する公園施設事業団の方々を委員として

招聘し、多方面の理解と協力を得られる体制を構

築する。

全市として推進を図るためには、首長部局の理解

や協力を得ることが必要である一方、事務局の知

見だけでは非常に難しい面がある。推進協議会への

首長部局のオブザーバー参加も含めた説明の実施

並びに、推進協議会による推進内容の整理を行い、

ロードマップ等の作成を行うことで、市全体としての取

組となるように進めたい。

令和8年度以降に向けて、委託事業者が保有す

る他地域の事例等を参考に、八幡市地域クラブの

設置要件等の整備も含めた、推進計画案の作成

や地域クラブ推進における運営マニュアル等の整備

を推進する。

昨年度から継続して本年度1月までに計3回の推進協議会を開催し、多角的な視点から「地域クラブ

活動」への移行に向けた体制整備の議論を行った。

➢ 多角的な連携体制の構築：

スポーツ協会や文化事業団、施設管理者、PTA代表といった「地域全体」を巻き込んだ協議の場が

定着と、国の最新ガイドラインや他自治体の先進事例に基づいた、実効性の高い認定制度や参加

費基準の検討を行った。

➢ 実証を通じた現状の可視化：

各学校教職員が委員として参加していたことから、各学校内での評価や課題等、実証状況の具体

的な報告・共有を踏まえた課題の整理等の議論をできたため、現場に即した議論を行うことができた。

➢ 全国的な知見を反映した制度設計の検討と運営基盤の整理：

全国で本事業の支援実績を持つ事業者を委託先とし、国の方針や他自治体の情報や事例を踏ま

えたスキーム整理とロードマップの整理、方針検討等を実施した。また、運営団体が保有する地域クラ

ブ活動に必要な運営・管理の手法を用いて、本市における運営体制の土台を構築することができた。

取組事項 取組の成果
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

推進協議会のによる議論により、本市が令和8年度より目標としていた「全面

実施」を進めた結果、制度面だけでなく「各種リソースの確保」という現実的な

壁が明確となっている。

➢ 安定的な予算の確保：

指導者への謝礼、施設の利用料、保険料等、持続可能な運営に不可欠

な財源の確保が必要である。

➢ 指導者の確保:

今年度は、実証を初めて行う部活動もあったことから、各部活動の顧問教

員による兼職兼業が多い結果となった。そのため、将来的に全面実施と

なった際や兼職兼業教員の希望者が限定的となった場合に外部指導者

の確保や大会への参加等の体制整備が必要である。（具体内容は10

ページ参照）

今後の取組における課題 課題への対応方針

推進協議会等にて抽出された課題に対し、以下の具体的な対策と検討・構

築を進める。

➢ 多様な財源の検討とコスト削減：

従来の公費（国や自治体の補助金）に依存しない持続可能な財源モデ

ルを構築するため、民間事業者のノウハウを活用した「自主財源の獲得」と

「コスト削減」の具体的な戦略を策定する。

∟財源確保：ふるさと納税の活用、地元企業とのスポンサーシップ・他自治

体の事例等を踏まえ、持続的可能な事業体制につなげる。

➢ 指導者の「量の確保」に向けた供給源の多様化：

教職員の希望者が限定的になるリスクに備え、外部指導者確保策の検討

を実施する。 （具体内容は10ページ参照）
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

コーディネーターの具体的な動きの実績

1. クラブ運営における動き

• 学校と指導者との連絡調整の実施

• 地域クラブの運営・管理

• 参加者受付、保険加入、指導者研修や運営課題の改善

2. 制度設計・検討における動き

• 推進協議会の開催支援及び参加

• 制度設計（スキーム、業務整理等）の検討及び提案（調査含む）

• 全面実施に向けた経費シミュレーションの実施及び提案

地域クラブ活動の運営効率化に向けた取組

1. ICTツールの活用による運営効率化とコミュニケーションの実施

昨年度より継続利用しているICTツール（アプリケーション）を活用し、事務

局・指導者・生徒・保護者間の双方向かつ円滑な情報共有体制を構築した。

• 活動管理のデジタル化：

活動予定の登録および案内、日々の活動報告をアプリ上で行い、事務負

担の軽減と保護者・関係者への正確かつ迅速な情報共有を実施。

• 活動の「可視化」：

練習や試合の様子を指導者が写真・動画で撮影し、アプリ内限定で公開。

保護者が活動内容を視覚的に確認できる環境を整え、安心感を醸成。

運営団体・実施主体の安全性確保に向けた取組

1. 指導者研修の実施とマニュアルの整備

活動におけるリスクを最小化し、指導者の資質を標準化するため、運営ス

タッフおよび指導者全員を対象とした研修の実施と危機管理対応における

マニュアルの策定と体制整備を行った。

2. 危機管理体制の構築（リスクマネジメント）

不測の事態に備え、迅速かつ適切な初期対応を可能とするための体制

整備を行った。

○緊急時対応フローの確立：事故や怪我が発生した際の連絡経路を「現場

指導者→運営団体・市教委→保護者」として一本化し、各担当者の役

割分担を明確化。

○情報共有の迅速化：ICTツールの活用により、現場での発生事象を即時

に集約し、再発防止策を講じるための報告体制を整備した。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

地域クラブ活動におけるトラブル・事故発生時の対応方針

●基本方針

生徒の安全確保を最優先とし、事故・トラブル発生時には「迅速な救護」「正確な

情報伝達」「組織的な事後対応」を徹底する。これらを現場の指導者個人の判断

に委ねるのではなく、事前に策定した「危機管理対応マニュアル」に基づき、組織と

して統一された対応を行うことで、生徒・保護者の安心・安全を担保する。

●緊急事態（事故・負傷）への対応

活動現場には原則2名以上の指導者を配置し、負傷レベル（緊急度:高/低）

に応じた対応を「危機管理対応マニュアル」に基づき実施する。

●トラブル・不適切事案の防止（コンプライアンス）

指導者と生徒・保護者の間のトラブルを未然に防ぐため、行動規範を明文化し、

安心安全なクラブ運営を実現する。

＜一部抜粋＞

• 指導者の自家用車やバイクへの生徒・保護者の同乗を厳禁とする。

• 生徒・保護者との私的な接触を制限し、節度あるコミュニケーションを徹底する。

• トラブル等が発生した際には、運営団体と指導者が連携し迅速に対応する。 出典：アプリを活用した指導者・事務局の緊急時のやり取り
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組事項 取組の成果

人材の発掘及び指導者の配置について、部活動指導員やスポーツ協

会、地域スポーツクラブ、民間団体、大学等との連携により指導者の確

保を目指しているところである。教員の兼職兼業については、教員のニー

ズの把握をするべくアンケート調査を実施し、また、民間事業者が保有

する研修ノウハウ等を活用した配置指導者等への研修を実施している。

本市内には大学がないことから、近隣地域にある大学への協力要請が

必要であり、スポーツ協会やスポーツ少年団だけでは全ての部活動を賄

うことができないため、市内の民間企業・団体、スポーツ施設等への協力

要請による人材確保が必要である。地域クラブ活動の指導者となりうる、

現在の部活動指導員への研修についてノウハウがないため、すでに民間

で開発されているプログラムを活用して研修を進めている。

市内指導人材の確保に向けて、「八幡市ジュニア育成指導者人材バ

ンク（仮）」の設置を検討するとともに、学生を含めた指導人材の確保

をめざす。

令和6年度の取組では、各部顧問教員が兼職兼業で参加する取り

組みとしているなか、外部指導者の配置をしても活動回数や期間が短

いことから、一部クラブにおいては必ず顧問教員が指導者として入ってい

る状況であった。教員の負担軽減も目的の一つであることから、外部指

導者単体でも活動ができるよう、試行期間を設け、ソフトランディングでき

る体制をつくる。

本年度は、昨年度からの継続クラブと新規クラブの設置に対し、以下の通り、地域

展開における指導体制の基盤構築に注力した。

➢ 既存リソースの活用も含めた指導体制の構築：

各学校顧問の兼職兼業教職員や対象部活動の外部指導者を中心に、その

他市内スポーツ協会所属者や近隣地域含めたスポーツクラブの指導者等を配

置し、指導体制を整備した。顧問教員が兼職兼業で入ることで、生徒が「慣れ

た環境」で安心して活動できる環境を維持することができ、かつ外部指導者を

配置することで指導技術の質も一定程度担保しながら活動を行うことができた。

なお、教員の兼職兼業において、技術指導が難しい教員もいることから、「指導

サポーター」を新たに設置し、「見守り」活動としての指導区分の整理を行うこと

で、指導者確保の範囲を広げることができた。

➢ 持続可能な運営形態の模索：

当初検討していた「八幡市ジュニア育成指導者人材バンク（仮）」について、

用・管理に伴う事務負担や将来的な持続可能性を検証した結果、市が設

置・運営する形に固執せず、より効率的な手法を再検討することとなった。

➢ 近隣大学との連携：

本市内には大学がないことから運営団体より近隣市にある大学に対し、指導

者確保に対するアプローチを行った結果、大学生の指導者確保を行うことがで

きた。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

今後の取組における課題 課題への対応方針

全面実施に向けて、教職員の負担軽減と指導体制の拡充を両立させるた

めの課題が明確化している。

➢ 指導者の「量」の確保に向けた外部人材の確保：

現在は教職員の兼職兼業が多くいるため、中長期的な目標である「教

員の負担軽減」を達成するため、外部指導者の層を厚くするための指導

者確保が必要となる。

➢ 人材管理・マッチング機能の代替案構築：

人材バンクの設置見送りに伴い、卒業生や地域指導者等の外部人材

を、管理負担を抑えつつ適切に学校現場へ繋ぐための新たな「受け皿」

や「仕組み」の構築が必要である。

➢ 外部人材登用時の「質」の担保基準：

本年度整理をした「指導サポーター」の区分整理も含め、指導者を評

価・認定するための客観的な基準策定が求められる。

次年度以降、予算の再整理と並行して以下の戦略で指導体制を再構築する。

➢ ネットワークを最大限活用した指導者確保の実施：

市が直接バンクを設置・管理する形態から、卒業生の活用やコーディネーター

（民間事業者）等のネットワークや既存のスポーツ団体との連携、大学との連

携等を深めることにより、低コストで機動的な指導者確保を目指す。

➢ 段階的・重層的な外部人材の登用：

「卒業生」や「地域関係者」から段階的に参画を促し、現場の受容性を高めな

がら指導者の「量」を段階的に拡大させる。

➢ 本市における地域クラブの指導者基準の検討・整備：

国が定める新ガイドラインや認定制度に伴い、活動を許可する外部指導者の

資質や遵守事項を定めた方針等を本市としても整備することで、指導の「質」

と生徒の安全を組織的に担保する。

また、これまで同様、研修の義務化により、指導者のバックグラウンドにとらわれ

ない質の保障を目指す。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 イ：指導者の質の保障・量の確保

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

指導者研修の内容

多様な人材の発掘・配置に向けた取組 指導者研修受講者の声

➢ スポーツ協会・大学と連携した人材確保の実施：

多様な人材確保の発掘のため、市内スポーツ協会や近隣大学へのアプ

ローチを行ったことで、競技協会所属指導者や大学生の確保・起用をする

ことができた。

●研修内容のうち役立った内容（アンケート結果より）

研修名 ① クラブ活動における指導者事前研修
② リスク対策eラーニング

講師 運営団体／連携企業

研修内容 ①クラブ活動における指導者事前研修
・事業概要 ・指導時の留意事項 ・危機管理対応
②リスク対策eラーニング
1. 自然災害への対応
2. 救命救急・救護
3. 防犯
4. コンプライアンス・ハラスメント
5. メンタルヘルスケア
6. 個人情報保護

出典:運営団体研修資料

（リスク対策eラーニング）

• コンプライアンスの重要性とハラスメントの防止 13.3％

• 救急蘇生法（一次救命処置と熱中症） 23.3%

• 個人情報の取り扱いについて 20.0％

• 子どものメンタルヘルス不調と対応 13.3％

• 自然災害への対応 3.3%

• その他 26.7％
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 ウ：関係団体・分野との連携強化

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組事項

取組の成果

令和6年度、推進協議会等にて八幡市スポーツ協会による具体的な参画の可能性について指摘をいただいた。市の中核団体としての立ち位置や連携について、

運営団体や実施主体の可能性や人材バンクの管理運営の可能性等について具体的な体制整備を行うための協議の場を設定し、令和8年度以降の体制構築に

向けた連携強化を図る。

➢ 部局間連携による「子どもわくわく教室」の地域クラブ化：

生涯学習課やスポーツ協会等、地域活動を管轄する部署との協議を重ね、

既存の「子どもわくわく教室」を地域展開の受け皿として活用する方針を決

定した。来年度はバトントワリングのみを地域クラブ化することとし、その他活

動においては、来年度整理を行っていく予定である。なお、これにより、行政

リソースの最適化と、安定した活動拠点の確保の可能性検討を行うことが

できた。

➢ スポーツ協会等との連携による競技協会・連盟への周知：

本市の方針や活動状況において、スポーツ協会を通じて、競技協会・連盟、

スポーツ少年団等への案内を実施いただいた。

具体的な、運営団体や実施主体の可能性については、協議を行うまで至

ることはできなかった。

出典:子どもわくわく教室のスキーム整理（案）
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 ウ：関係団体・分野との連携強化

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

今後の取組における課題 課題への対応方針

協議・検討した結果、以下の課題の整理・検討が必要である。

➢ 地域クラブ化（認定）に伴う活動内容の整理：

これまでの生涯学習課として実施していた「子どもわくわく教室」の活動内

容と認定制度との照らし合わせにより、みなし認定化をどのように整備する

かが課題である。

• 指導体制の「量」と「質」の整理（適切な人員配置と研修）

• 運営事務の移管とコストの調整

∟ 現行の参加費徴収と今後設定する地域クラブの参加費との整理

∟ 地域クラブ化した際の運営事務コストの試算と捻出

• 庁内担当部署間の連携

➢ 運営団体・実施主体等における中核団体との具体的検討：

今年度実施まで至ることができなかったことから、運営団体や実施主体の

可能性について、市内中核団体（スポーツ協会、指定管理事業者

等）とのヒアリング・協議が必要となる。

次年度以降、認定クラブとして以下の通り、整備・運用を行う。

➢ 生涯学習課および市内中核団体と連携した具体的な体制整備：

子どもわくわく教室の担当所管である、生涯学習課ならびに運営主体で

あるスポーツ協会等と、地域クラブ化及び将来的な運営団体・実施主体

の整備に向けた具体的かつ詳細についての協議・検討を行う。

⚫ 八幡市地域クラブの認定基準の策定

• 認定基準の明確化：

活動時間、休養日の設定、指導員の有資格状況等、国のガイドライン

に準拠した「八幡市地域クラブ認定基準」を作成する。

⚫ 庁内連携体制の常設化（タスクフォースの運用）：

• 「地域展開実務者会議（仮称）」の設置：

学校教育課、生涯学習課、スポーツ協会、運営団体の四者による定期

的な会議体を設置し、生徒の活動状況の共有、課題の抽出・整備を実

施する。

• 広報・募集情報の統一化：

各団体より発行する周知媒体へ掲載する情報を統一し、保護者にとって

「子どもわくわく教室＝地域クラブ」であることが明確に伝わる広報戦略を

策定する。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組事項

取組の成果

原則は、学校部活動種目をベースに地域クラブ化を図ることを目指すが、令和6年度に収集した児童（小学6年生）・生徒の意向調査を踏まえ、単独校での開

催ではなく、複数校の合同によるクラブ開催を行うことで、一部の学校には部活動にない種目への参加の可能性も検討を行う。

令和6年度も実施をしているが、市内にある府立高等学校との連携による施設の確保等も行いながら、地域クラブの環境整備を行う。

将来に向けた周知活動として、モデル事業の活動の様子について広報物を作成し、保護者連絡ツールを活用した配信やスポーツ協会等の施設への掲示等を行い、

地域住民への発信を行っていく。

➢ 拠点化による合同クラブの実施：

現時点での部員数の状況や将来的な活動状況を踏まえ、今年度3つのクラブ（卓球・女子バス

ケットボール・バドミントン）において、複数校による地域クラブ活動を設置及び実施を行った。

なお、合同クラブにおいては、毎回の活動を合同として実施するパターンや月1回のみを合同活動

として実施するパターン等、各活動状況に応じた活動の実施とした。

➢ 継続的な周知による理解促進：

昨年度より継続して周知案内文書「クリエイト」を発行し、学校関係者および保護者へ配付した。

地域移行の背景や進捗を定期的に発信することで、次年度以降の方針に向けた機運醸成と情

報の透明化を図った。

出典:八幡市教育委員会発行「CREATE」
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

出典:八幡市教育委員会発行「CREATE」
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 オ：内容の充実

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

今後の取組における課題 課題への対応方針

実証を通して、以下の課題の整理・検討が必要であることがわかった。

➢ 合同クラブによる送迎課題の整理：

合同クラブ活動として実施した場合、自校開催とならない生徒・保護者等

より送迎についての課題言及があった。今年度は他校開催の場合は、自転

車での移動を許可していたが、公用車等の活用や新たなモディリティの可能

性の検討が必要である。

➢ 広報活動の継続と多様化および発信情報の整理：

現行の広報活動としては、本市が発行する「クリエイト」を中心としており、

対象が限定的であることから、地域住民等への情報訴求まで至っていない

ため、今後地域クラブの受け皿を担う、各団体や指導候補者への周知・広

報の拡大と充実が必要である。

また、本市の具体的な方針が策定されていないことから、訴求する情報も

限定的であったため、今後、方針策定と合わせた情報発信を行うことで、地

域住民による協力体制の整備も行う必要がある。

次年度以降、本件課題に対する対応について、以下の通り検討する。

➢ モビリティの課題と手法の検討：

移動における課題の整理を実施し、公用車の活用や民間連携等による新

たなモビリティの可能性について検討を進める。

➢ デジタルとアナログを組み合わせた「多角的な」広報活動の実施：

これまで行っているクリエイトの他、ポータルサイトの設置・運営等による情報

発信を検討する。

➢ ポジティブな「リブランディング」戦略の実施：

「部活動の地域展開」といった行政用語ではなく、参加者（児童・生徒・

保護者）や地域住民が親しみやすくポジティブな活動名称等の検討を行

うことで、新しい地域活動の形としてブランディングを図る。また、地域クラブ

の事例を「八幡市の魅力」として発信し、展開イメージの訴求を図る。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 カ：参加費用負担の支援等

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組事項

取組の成果

財源の確保が最大の課題であり、将来的な地域クラブのあり方としては、参加費徴収も考えていることから、アンケート調査結果や先行事例を踏まえた金額の設定

を検討する。なお、令和7年度においても参加者からの必要徴収は行わずに実施するが、保護者等への理解促進のために、将来的には参加費が発生する旨の説

明を行う。

また、参加費のみでの実施は困難であることから、外部資金の確保策について委託事業者からの提案・知見をもとに協議し、市の財政部門との予算捻出や外部

資金確保のための歳入手法等について協議を行うとともに、生活困窮家庭等への支援策についても協議を行う。

➢ 収支シミュレーションによる事業規模の可視化：

全面実施を想定した際のクラブ数および運営維持に必要な活動費の精緻なシミュレー

ションを実施した。これにより、指導者謝礼、施設管理費、保険料等を賄うために必要

な総事業費と、公費・私費（参加費）の必要額を具体的に割り出した。

➢ 保護者アンケートによる負担受容性の把握：

地域クラブ活動の参加対象となる保護者を対象にアンケート調査を実施した。その結

果、有償化に対し「月1,000円程度であれば参加させたい（29.1％）」とする回答

が最多であった。一方で「有償であれば参加させたくない（25.5％）」との回答も一

定数存在し、家計負担に対する感応度を明確に把握することができた。

➢ 将来的な費用負担に関する早期周知：

保護者説明会等にて、将来的な有償化の可能性を継続的に発信した。これにより、

制度変更に伴う保護者の心理的・経済的準備期間を確保し、理解促進を図った。

出典:保護者アンケート結果

Q．地域クラブ活動の費用負担についての考え
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取組内容

2.実証内容と成果
ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

出典:保護者アンケート結果

Q．地域クラブ活動の費用負担についての考え
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 カ：参加費用負担の支援等

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

今後の取組における課題 課題への対応方針

➢ 財政状況と支援ニーズの乖離：

市の財政状況により当初想定していた予算確保が困難な中、保護者の約

4分の1が「有償なら参加させない」と回答している現状がある。経済的理

由による生徒の活動機会の格差が生まれないよう整備することが課題であ

る。

➢ 「国が示す基準」と「本市の実情」の整合：

国が例示する「月額1,000円〜3,000円程度」という基準に対し、本市

のシミュレーション結果と保護者の負担可能感（1,000円程度が最多）

をどのように適合させるか、最終的な金額設定が課題となっている。

➢ 多様な財源確保の具体的スキーム不足：

公費の獲得が難航する中、参加費のみに依存しない持続可能な運営財

源（企業版ふるさと納税、外部からの確保等）の具体的獲得策の策定

が急務である。

➢ 経済的困窮世帯への減免・支援制度の設計：

アンケート結果で示された負担への懸念に対応及び生活保護世帯や就学

援助対象世帯等に対する参加費減免措置について、将来的な全面実施

に合わせて制度化を検討する。

➢ 参加費額の最終決定と段階的移行の検討：

保護者の受容性が高かった「1,000円程度」を一つの指標としつつ、クラブ

の持続可能性を担保できる参加費額を次年度中に確定させる。導入初

期には激変緩和措置を設ける等も含めた円滑な展開を目指す。

➢ 公費以外の外部財源獲得に向けたタスクフォースの運用検討：

財政担当課含め、民間からの協賛募集や国・県の補助金、ふるさと納税

等を組み合わせた「多角的な財源確保策」を構築し、市一般財源への依

存度を低減させることでの持続可能な可能性について検討・協議を行う。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 カ：参加費用負担の支援等

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

収支バランス

令和8年度9月の全面実施（目標）を見据え、クラブ数の適正化（精査・統合）を

行った上での総事業費の試算を行った。

その結果、年間事業費として「約3,000万円強」が必要となる見通しを立て、具体的な

支出項目の内訳を整理した。なお、参加費については、国が示す参加費基準（上限

3,000円程度）を前提に検討した結果、運営費の約60％を参加費で賄い、残る約

40％を公費等で補填する財源構成案を策定した。これにより、持続可能な運営と市民

負担のバランスを可視化した。

＜課題＞

➢ 保護者の受容性と運営費確保の乖離：

シミュレーション上の必要額（3,000円上限の検討）と、保護者アンケートの結果

（1,000円程度の希望が最多）には乖離があることから、公費等の負担バランスの

検討と再整理が必要である。

●収入（令和8年度想定 概算 ※スポーツ含む全市）

●支出（令和8年度想定 概算 ※スポーツ含む全市）
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 カ：参加費用負担の支援等

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

持続可能な運営に必要な受益者負担額の試算

参加費負担においては、前述している通り、総事業費のシミュレーションと保護者ア

ンケートの実施により、必要額と保護者意向の角度から整理を進めているが、今年

度中での決定まで至ることはできなかったため、次年度中に最終決定を行っていく。

＜検討事項＞

• 令和8年度の総事業費をもとにした参加費試算：3,000円程度

• アンケート調査結果から得た保護者意向：0〜3,000円程度

※最も多い回答は1,000円程度

＜来年度のアクション＞

• 保護者の意向を配慮しつつ、金額の乖離（2,000円）については

より地域クラブ化することによってのメリットの明確化をするべく広報活動及び

多様な体験の機会創出等、付加価値を上げていく必要がある。

併せて、外部資金獲得に向けての整理を一体化しながら進める。

●活動費からの参加費の算出
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 キ：学校施設の活用等

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

取組事項

取組の成果

今後の取組における課題

課題への対応方針

単独型については、学校部活動の延長として会場使用や備品の借用も含

めて生徒の負担が増えない活動を中心に行う。新たな活動や合同クラブにつ

いては、市内の小学校を含む公共施設や、府立高校等も活用していく。その

際、備品の管理や施錠について、学校開放事業の手法を踏まえ、効率的な

活用方法について検討を行う。

➢ 学校施設を中心した活動の実施：

本年度は地域クラブ活動の実施校にて施設利用及び備品借用により活

動を実施した。地域クラブ活動を外部指導者が中心となって活動する場合

は、使用施設の鍵を複製し、運営団体・指導者管理のもと鍵の開錠・施

錠を実施した。

➢ 不測の事態における「拠点外活動」の運用実績構築：

年度途中の施設工事という突発的な活動場所の調整に対し、近隣校や

他地域との練習試合・合同練習へ切り替えることで、生徒の活動機会を

損なうことなく継続できた。

➢ 「施設利用管理マニュアル」の策定と協議の加速：

備品の破損時の責任所在や施錠管理、光熱水費の負担区分等を定め

た具体的な利用細則を策定する。これにより、学校側の管理負担を軽減

しつつ、円滑な施設共用を目指す。

➢ 市内全域の学校施設活用シミュレーションの実施：

各学校の施設管理上の懸念（防犯・清掃・維持管理）を吸い上げ、教

育委員会として統一的な運用指針を示す。

➢ 管理運営ルールの詳細化（備品・施錠等）：

今年度は学校部活動の備品を借用し活動を実施しているが、バドミントン

のシャトル等消耗速度が高い消耗品においては、地域クラブとしての購入が

必要であることの言及があった。また、その場合の備品管理責任、施錠の

運用ルール、事故発生時の対応区分等も含めた整理・検討が必要となる。

➢ 中学校施設の開放・活用における調整：

市内各中学校施設の活用方法について、地域クラブへの展開に伴う指導

員への鍵の受け渡しや、校舎利用（セキュリティ・動線課題等）調整等、

整理すべき事項が山積している。
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取組内容

2.実証内容と成果

●取組項目名 キ：学校施設の活用等

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保障・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取組

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

用具使用・管理等における取組

学校施設利用上の負担軽減に向けた取組

今年度は、学校施設利用上の負担軽減における検討・実施まで至ることができなかったため、来年度は以下の検討整理を行っていく。

➢ ICTツール等を活用した施設管理の検討：

学校施設の活用に対する施設管理・運用において、現行の鍵の複製による運用は、紛失や破損等のセキュリティ上の課題もあることから、スマートロック等を活

用した施設管理の可能性について検討を進める。なお、その際には学校施設開放事業との連携も必要となることから、担当部署との協議等も今後、検討した

上で、推進を図る。

今年度は、学校部活動で活用している備品を地域クラブ活動として借用し実施した。

ボールやシャトル等の消耗品等の活用においては、消耗が激しいことや管理面での課題もあるため、

用具使用等のルール整備を次年度以降、検討を進める必要がある。

また、購入費用の捻出等も今後整理が必要になってくる。



25

アンケート結果・参加者/関係者の声

2.実証内容と成果

●アンケート結果 ●参加者/関係者の声

参加者①

○楽しく活動ができてよかった

○活動回数をもっと増やしてほしいです

△会場が遠かった

△公用車のような送迎があればよかった

保護者②

○より質の高い活動に取組む事ができまた、教師

の負担軽減にもなると思うので今後も地域クラブを

継続してほしい

△有償でもいいので送迎してほしい

指導者③

○専門指導が受けられたことに対する生徒の喜びの

声が出ていた

△練習試合の際の公用車利用の検討が必要

△男女合同クラブとして取組んだ際、試合等で活

動が分かれた際の運用が難しい

△アプリ未登録の保護者が数名でもいたため、出欠

確認に課題がある

Q.地域クラブの活動に参加してどうでしたか。

（参加生徒）

Q.地域クラブの良いところ、満足していると
ころ（最大3つまで）（参加生徒）

Q.地域クラブの活動に参加してどうでしたか。

（保護者）

Q.地域クラブの良いところ、満足していると
ころ（最大3つまで）（保護者）
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アンケート結果・参加者/関係者の声

2.実証内容と成果

●アンケート結果

Q.地域クラブの活動に参加してどうでしたか。

（参加生徒）
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アンケート結果・参加者/関係者の声

2.実証内容と成果

●アンケート結果

Q.地域クラブの良いところ、満足していると
ころ（最大3つまで）（参加生徒）
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アンケート結果・参加者/関係者の声

2.実証内容と成果

●アンケート結果

Q.地域クラブの活動に参加してどうでしたか。

（保護者）
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アンケート結果・参加者/関係者の声

2.実証内容と成果

●アンケート結果

Q.地域クラブの良いところ、満足していると
ころ（最大3つまで）（保護者）
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参考資料

2.実証内容と成果

【活動の様子：女子バスケットボールクラブ】 【活動の様子：ソフトテニスクラブ】

【活動の様子：ハンドボールクラブ】 【活動の様子：バドミントンクラブ】
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地域クラブ活動の実施に至るまでの合意形成プロセス

2.実証内容と成果

●ステークホルダー

八幡市スポーツ協会、学校関係者、PTA

●経過

令和4年度に「準備委員会」を設置し、本市における地域移

行に対する検討を開始した。令和6年度には「推進協議会」

とし、本市の地域展開におけるあり方について議論を行った。

●実施にあたって生じた課題

準備委員会や検討委員会を経て、概ねイメージの整理やス

テークホルダー内での協議を行うことができたが、実証等を行っ

ていないため具体的なイメージの組成が難しい状況であった。

文化・芸術活動の実証を行っていなかったことから、具体課題

の抽出は行えていない。

●実施内容、工夫した点 等

令和6年度の推進協議会にてスポーツ協会の代表者等への

意見徴収や各学校顧問等との検討を重ね、地域クラブのあ

り方について検討をすることができた。

●ステークホルダー

八幡市スポーツ協会、公園施設事業団、文化事業団、PTA、学校関係者

●経過

昨年度設置した推進協議会を継続実施し、各校3部活動（全12部活動）

の地域クラブ活動の実施と令和9年度以降の取組について検討・協議を行っ

た。

●実施にあたって生じた課題

今年度新規で設置したクラブも含め、指導者には、多くの兼職兼業教員が参

加した結果となった。今後、外部指導者の確保等や学校施設等の活用ルール

の整備、財源確保等の多くの課題が山積している。

●実施内容、工夫した点 等

指導者確保に際し、スポーツ協会や近隣大学へのアプローチにより、競技協会

所属者や大学生の起用をすることができた。また、今後のさらなる拡大に向け

生涯学習課と協議を重ね、既存の「子どもわくわく教室」を地域クラブ化する方

針を決定。これにより、令和9年度以降の全面実施に向けた運営体制整備の

可能性をより検討することができた。

令和4年

準備委員会の設
置、検討開始、
アンケート調査の
実施

生徒、保護者へ
の説明

令和5年 令和6年

検討委員会の
設置、検討

実施調整
地域クラブ活動
の開始

地域クラブ活動の
拡大

令和7年～
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地域連携・地域移行の推進に向けたロードマップ

3.今後の方向性
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